
平成26年度 
市 政 報 告 会

                                                            会次第

１．市政報告

２．地区のテーマ

３．原子力災害避難計画説明

平成26年度を迎えて

平成26年度の施政⽅針
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行政改革大綱
集中改革プラン
財政健全化計画
施設管理方針
定員適正化

財政基盤の強化

Step2Step2Step2Step2
仕組みづくり
共生・協働のまちづくり
自治基本条例
食のまちづくり

社会基盤の整備
ネットワーク道路
総合運動公園整備
駅周辺整備
公共交通整備

Step3Step3Step3Step3
仕組・基盤の活⽤

施策の重点化
Step1Step1Step1Step1

子育て環境
雇用環境
生活環境

コミュニティ活性化
定住の促進
交流人口の拡大
産業の活性化

≪将来都市像≫　人が輝き　文化の薫る　世界に拓かれたまち

新たなステージへ Next StageNext StageNext StageNext Stage

スポーツ合宿誘致

地域活⼒
の向上

 交        流 

定
住
環
境

社会基盤の整備

「住み続けたい」と
 愛着と誇りを持てるまち 

「住んでみたい」と
 選択されるまち 

安⼼・安全

交通の確保

英国留学⽣記念館

⾷のまちづくり

雇⽤環境
⼦育て環境

戦略的な観光
魅⼒の発信
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平成26年度施策の概要

平成26年度当初予算から

▼上名交流センター（旧勤労青少年ホーム）

　・地区まちづくり協議会運営補助金　　
　　　臨時交付金（平成25年度創設）　 
　　　地域敬老会支援交付金 
　・地区まちづくり非常勤職員設置補助金
　・地区まちづくり計画策定補助金　
　・まちづくり計画事業補助金
　・地域リーダー養成研修事業  

 

　・上名交流センター
　　（旧勤労青少年ホーム）整備事業
　　　 内部改修及び開設経費
　・羽島交流センター改修事業
　　大規模改修及び耐震補強実施設計、　　
　　耐震補強計画書の作成

　・公共施設適正化計画（施設白書）の作成
　　　公共施設の利用状況や維持管理・建て　　
　　　替えなどの必要な経費等を把握し、
　　　施設の今後のあり方を検証
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　危険廃屋の解体費用の一部補助
　　・補助対象工事：30万円以上
　　・補助率（額）：３分の１以内
　　　　　　　　　　（上限額30万円）

　新たな最終処分場の建設工事に着手
　（平成26年度～平成28年度）

　・アナログ消防救急無線が平成28年５月
　　に終了することに伴うデジタル化整備

・漏水補修、トイレ設置

　・はしご車のオーバーホール（電源交付金）
　・消防ポンプ自動車更新（本浦）（石油交付金）
　・小型ポンプ積載車更新（中央）（石油交付金）
　・防火水槽設置（中ノ平）(元気臨時交付金基金)

平成26年10月診療分から
医療費全額助成を中学生終了までに拡大 

　・４月以降出生の乳幼児１人につき
　　年間上限２万円まで

　・病児・病後児保育事業
　　（一時的な児童保育の運営）
　・延長保育促進事業
　・地域活動事業
　・障がい児保育事業
　・軽度障がい児保育事業

　・相談支援業務委託
　　（必要な情報提供を行う事業者へ委託）
　・障害福祉計画の策定 
　・基幹相談支援センターの開設 
　　　社会福祉士・臨床福祉士を配置し
　　　支援体制を充実
　・日常生活用具給付等事業　他
　・地域活動支援センター
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・子宮がん検診、乳がん検診、大腸がん検診
・前立腺がん検診
　　特定健診等と同時実施の場合　
　　単価1,620円を自己負担額620円に
　(国保被保険者は自己負担額620円助成)
・腹部超音波検診（後期高齢者の方など）
　　単価3,650円を無料に

　・生きがい対応型デイサービス事業
　・緊急通報体制等整備事業　ほか
　・在宅寝たきり者等介護手当支給事業
　　月額8,000円を10,000円に拡充

　特定健診の受診率の向上を図るため、
地区ごとに受診率に応じた交付金を交付
受診率60％達成： 50,000円＋受診者数×100円

受診率65％達成： 75,000円＋受診者数×200円

受診率70％達成：100,000円＋受診者数×200円

肺炎球菌の予防接種費用の一部助成
　・ 接種費用約8,000円を
　　 助成により自己負担額約4,000円に

 
 

 

　祝！2020年国民体育大会競技会場選定 

・バレーボール（成年男子）
・バスケットボール（少年女子）

・食器更新・給食配送車更新
・真空冷却機の更新　（電源交付金事業）

・耐震補強等事業
　　照島小・生福小校舎の耐震化・改造工事
　　串木野西中校舎の耐震等実施設計　他
・小中学校図書蔵書の充実及び新聞配置

・市来地域公民館改修（屋根防水等改修）
・市民文化センター調光器盤整備
・市立図書館空調・エレベーター改修　他

・長崎鼻ソフトボール場改修事業 
　　（暗渠排水など全面改修）
・庭球場トイレ整備事業  
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制度名制度名制度名制度名 助成額助成額助成額助成額 限度額限度額限度額限度額

用地取得
補助

い
ず
れ
か
一
つ
を
選
択

用地取得価格の
30％以内

新規雇用者数に応じ

最大２億円

設備投資
補助

建物・設備投資
額の10％以内

新規雇用者数に応じ

最大２億円

空き工場
活用補助

・改装費用の

　　50％以内

・賃借料の　

　　50％以内

　　（３年間）

改装費500万円

賃借料年間250万円

雇用促進
補助

雇用者数×50万円 設備投資額の10％以
内（限度額１億円）

固定資産
税補助

固定資産税を課税免除
（３年間）

事業所

用水補助

西薩工業団地

　１トン55円へ助成

補助開始から10年間

企業誘致補助金制度の改正企業誘致補助金制度の改正企業誘致補助金制度の改正企業誘致補助金制度の改正

工場用地事業用定期借地権設置制度工場用地事業用定期借地権設置制度工場用地事業用定期借地権設置制度工場用地事業用定期借地権設置制度

(1)10年間土地賃借無料(2)11年目以降年間200円／㎡
 

　海外貿易商談会等の出展事業者への補助
　・海外出展助成（渡航経費２分の１、　
　　　　　　　　　ブース助成２分の１）
　・国内出展助成（出展経費２分の１）

・魚類種苗放流事業
　　（マダイ、ヒラメなどの放流）
・漁場環境保全創造事業（人工魚礁設置） 
・広域漁場整備事業（県魚礁設置負担金） 
・藻場環境推進事業
　　（藻場増殖プレートの設置、追跡調査）
・沿岸漁業活性化推進事業補助金
　　（市来漁協冷凍庫購入など）
・新規沿岸漁業就業者支援金（50万円）他

・まぐろ漁船母港基地化奨励補助金
　　遠洋まぐろ漁船等奨励補助
　　まぐろ水揚げ奨励金
・薩州串木野まぐろプロジェクト支援
　　母港基地化の推進　
　　付加価値向上、振興活動補助
・まぐろフェスティバル運営補助金

・ＥＡＴｄｅ健康メニュー開発支援事業 
・食育実践キャンペーン推進事業 
　　「食育祭り」を開催
・特産品直売所ネットワーク化支援事業 
　　合同イベント、デザイン・商品開発等
・食の拠点エリア整備事業
　　総合観光案内所一帯の実施設計

・食堂・展示販売施設建設補助
　　串木野市漁協「まぐろレストラン」
　　（総合観光案内所敷地内）
・水揚げ荷捌き施設導入補助
　　フォークリフト購入（羽島漁協）
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市内産肥育素牛導入等への補助
・ 肥育コスト差額の２分の１以内
　　　　　　　（１頭当たり上限２万円）

梅出荷組合の選果装置整備の一部補助
　　　　（県３分の１・市６分の１）

農産物に付加価値をつける取組み、販路開拓
に要する施設整備、調査・研究に対する補助
・施設整備等（ハード）：２分の１以内
　（対象経費上限200万円、補助限度100万円）

・調査・研究等（ソフト）：２分の１以内
　（対象経費上限100万円、補助限度50万円）

全体面積：53.4ha（換地面積：46.9ha）
事業期間：平成25年度～ 30年度
　・平成26年度予定
　　　　実施（換地）設計、整備工事

「鳥獣被害対策実施隊」活動補助
・ 捕獲カゴ設置、わな免許取得補助など

・改装経費：10分の８以内（上限50万円）
・家　　賃：６ か 月 間：上限５万円
　　　　　　７～24か月：上限25千円

・食堂

・オープニングセレモニー（式典・黎明祭など） 
・オープニングイベント（音楽祭・トークショーなど） 

・にぎわい創出事業
　　　（駅前や県道沿いへのフラッグ設置） 

観光周遊バス「ＥＡＴこバス」の運行
　・鹿児島中央駅発着で毎月２回程度

  特産品の大手百貨店等への販路拡大、商品  
  開発・改良のアドバイスを受けるため、
  バイヤー等を招へい
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・事業年度：平成９年度～平成29年度
・進 捗 率：約76％（平成25年度末）
・ 平成26年度：調査、道路・宅地造成等

・ウッドタウン住宅建設事業（１棟２戸）
・市営住宅トイレ水洗化（４団地49戸）
・民間住宅リフォーム事業補助金
　市内事業者リフォーム経費の15％（上限15万円）

・住宅建築（購入）補助：建築費の５％
　　　　　　　　　（上限30 ～ 50万円）
・定住奨励金：中学生以下１人につき
　　　　　　　　　10万円（30万円限度）

・駐車場、ロータリー、コミュニティ広場
・モニュメント型観光案内板の設置 

・地域間ネットワーク道路の整備
　　（海瀬・坂下線、寺迫観音ケ池線　他）
・生活道路の改良　小薗線、中向線　他
・橋梁長寿命化事業：160橋を年次的に
・交通安全施設事業：照島「ゾーン30」

 

財政状況について

市債と基⾦の状況から
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H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

232232232232億円億円億円億円
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197197197197億円億円億円億円
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市政運営における課題

各種検討状況について

61286612866128661286人人人人

57968579685796857968人人人人 41703417034170341703人人人人
54557545575455754557人人人人 40050400504005040050人人人人 37595375953759537595人人人人

23年度   24年度   25年度 23年度  24年度   25年度

さのさ荘さのさ荘さのさ荘さのさ荘 吹上浜荘吹上浜荘吹上浜荘吹上浜荘 営業努⼒効果
・バスツアーの増
・スポーツ合宿の増

いずれも減少傾向
・宴会・レストラン利用の減
・市内利用、結婚式の減 etc

■利⽤者の減少
■電気料⾦の増 により
  厳しい経営環境

利⽤者数の推移

　　管理者納付金の見直し　　管理者納付金の見直し　　管理者納付金の見直し　　管理者納付金の見直し
さのさ荘　2000万円
 H24　納付の1年延長
 H25　約1800万円（▲200万円）
吹上浜荘　2200万円（温泉センタ－含）

 H24　1400万円（▲800万円）
 H25　約1150万円（▲250万円）
 
★ H26　緊急避難的な措置　
　　500万円と剰余金の１／２に　

★★★★経営状況の改善経営状況の改善経営状況の改善経営状況の改善
・積極的な営業活動・役員報酬のカット
・職員の接遇・食事等のサービス改善
　　
★継続利⽤等の調査・あり⽅の検討
・宴会・宿泊・婚礼等の類似した施設
・温泉センターなど健康や合宿の特徴
・2020年国民体育大会の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26262626年度　年度　年度　年度　継続利用等調査継続利用等調査継続利用等調査継続利用等調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営方針の検討運営方針の検討運営方針の検討運営方針の検討

国民宿舎のあり方について
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消防行政について

本市の消防体制
　消防本部のもとに１署１分遣所　消防職員４８人体制で運営

現況と課題
　○○○○緊急車両への配置職員不足緊急車両への配置職員不足緊急車両への配置職員不足緊急車両への配置職員不足・・消防車１台あたり２～３人（指針：消防車５人etc）　
　○○○○いちき分遣所の無人状態いちき分遣所の無人状態いちき分遣所の無人状態いちき分遣所の無人状態・・・火災・救急時に３人全員出動　  
　○○○○救急件数の増加救急件数の増加救急件数の増加救急件数の増加・・・・・・・救急・市外転送件数の増加への対応

　○○○○消防本部と消防署の兼務消防本部と消防署の兼務消防本部と消防署の兼務消防本部と消防署の兼務・・・本部事務兼務による支障ケース

　○○○○救急車の配備と出動要請救急車の配備と出動要請救急車の配備と出動要請救急車の配備と出動要請・・・本署２台・分遣所１台に対し出動要請の割合４：１

　○○○○建物の老朽化建物の老朽化建物の老朽化建物の老朽化・・・・・・・・建物の老朽化（昭和５７年度建設）

≪ 課題解決策の⼀つ≫  いちき分遣所の統合の検討

分遣所統合により期待される効果
①緊急⾞両への配置署員数の改善・消防⾞両１台３⼈〜４⼈配置・救急⾞同時出動への対応
②救急救命⼠の２⼈出動態勢・常時2名の救急救命⼠対応・救命率、社会復帰率の向上
③遠隔地への救急対応の迅速化・救急⾞２・３台同時要請への時間短縮・各地域への距離均等化
④本部事務と署業務分担の明確化 ⑤財政上の節減効果

市⺠の安全安⼼の観点から 消防体制の「合理化」と『充実強化』を本格的に図る時期 

●●●６⽉議会補正予算ほか●●●
（２）⼊学（⾼校）準備⾦（H27〜）
    ⽣徒１⼈あたり２万円⇒５万円
（４）部活動応援補助⾦（H27〜）
    １⼈あたり５千円⇒１万円
（６）⼟曜授業等講師料補助⾦（H26〜）
    講師料実額の１／２
（７）国⽴⼤学受験料補助⾦（H26〜）
    センター試験・⼤学試験各１万円
（８）通学費⽀援補助⾦（H27〜）
    ・市内通学：１〜２万円
    ・市外通学：定期代の１／２

県立串木野高等学校支援対策について

⽣ 徒 ⾝近な⾼校の選択、親の経済的負担への配慮⼊学者の状況（定員80名）
⼊学者数(クラス) 充⾜率

Ｈ25 51名（２） 63.8％
Ｈ26 33名（１） 41.3％

Ｈ24 59名（２） 73.8％
Ｈ23 71名（２） 88.8％

市

保護者

市の活⼒・イメージの低下、若者の⼈材不⾜
⽣徒・保護者の⼈⼝流出の懸念

通学の安⼼・安全、経済的負担の軽減

■県⽴⾼校の再編整備⽅針 ２クラス編成できない状況が２年続く        募集停⽌か 

串⽊野⾼校は “地域に貢献する⼈材の育成”にも資する存在
  教育環境の整備を図ることにより

⾼校の存続と振興を⽬指して市としての⽀援を実施！

●●●平成26年度当初予算●●●
（１）国公⽴⼤学⼊学⾦補助⾦
（２）⼊学（⾼校）準備⾦
    ⽣徒１⼈あたり２万円
（３）模擬試験受験料補助⾦
    １回あたり２千円（年３回）
（４）部活動応援補助⾦
    １⼈あたり５千円
（５）英語検定、漢字検定受験料補助⾦
    検定費⽤の１／２

 
 

 

⽀援の充実
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■規模適正化検討委員会提⾔（平成26年１⽉）

　　配慮すべきこと　　配慮すべきこと　　配慮すべきこと　　配慮すべきこと
(1)地域と連携した取組
(2)児童生徒の環境変化
(3)通学手段の確保
(4)学校施設の利活用

昭和36年度 平成25年度

小・中学校の規模等の適正化について

■市内児童⽣徒数は減少傾向     平成25年ではピーク時の約５分の１の規模に！ 

６９３５人６９３５人６９３５人６９３５人

小学校小学校小学校小学校 中学校中学校中学校中学校

３８３６人　３８３６人　３８３６人　３８３６人　

１４９９人１４９９人１４９９人１４９９人 ７８５人　７８５人　７８５人　７８５人　

昭和36年度 平成25年度

⼩規模化による課題
・人間関係の固定化、集団活動
・図書、教材の充実　
・教員の配置、連携 etc

■より良い教育環境の整備
■教育の質の充実  
  ⇒ 学校の在り⽅を検討

適正規模のあり方適正規模のあり方適正規模のあり方適正規模のあり方

学年15151515～～～～20202020人人人人程度超え
が望ましい

学年２～３学級２～３学級２～３学級２～３学級以上
が望ましい

小学校小学校小学校小学校

中学校中学校中学校中学校

《必要なこと》
■学校・地域の実情
 を踏まえた検討
■関係者の相互理解

新しい
教育環境の創造へ

地域と共に
考えていく
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